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＜学校教育法施行令の一部改正＞ 
１ 改正の趣旨 
  中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教

育システム構築のための特別支援教育の推進」(H24.7）において、「就学基準に該当す
る障害のある子どもは特別支援学校に原則就学するという従来の就学先決定の仕組み
を改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理
学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を
決定する仕組みとすることが適当である。」との提言がなされたこと等を踏まえ、所要
の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 
  視覚障害者等（視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身

体虚弱者を含む。）で、その障害が、学校教育法施行令第 22 条の 3 の表＊１に規定する
程度のものをいう。）の就学に関する手続について規定の整備を行う。 

 
① 就学先を決定する仕組みの改正（第 5 条及び第 11条関係） 
  市町村の教育委員会は、就学予定者のうち、認定特別支援学校就学者＊２以外の

者について、その保護者に対し、翌学年の初めから 2 月前までに、小学校又は中学
校の入学期日を通知しなければならないとすること。 

  また、市町村の教育委員会は、就学予定者のうち認定特別支援学校就学者につい
て、都道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから 3 月前までに、その氏名及び
特別支援学校に就学させるべき旨を通知しなければならないとすること。 

 
② 障害の状態等の変化を踏まえた転学（第 6条の 3及び第 12条の 2関係） 

  特別支援学校・小中学校間の転学について、その者の障害の状態の変化のみなら
ず、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その
他の事情の変化によっても転学の検討を開始できるよう、規定の整備を行うこと。 

 
③ 視覚障害者等による区域外就学等（第 9条、第 10条、第 17 条及び第 18条関係） 
  視覚障害者等である児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小中学校

以外の小学校、中学校又は中等教育学校に就学させようとする場合等の規定を整備
すること。 

  また、視覚障害者等である児童生徒等をその住所の存する都道府県の設置する特
別支援学校以外の特別支援学校に就学させようとする場合等の規定を整備するこ
と。 

 
④ 保護者及び専門家からの意見聴取の機会の拡大（第 18条の 2関係） 

   市町村の教育委員会は、児童生徒等のうち視覚障害者等について、小学校、中学
校又は特別支援学校への就学又は転学に係る通知をしようとするときは、その保護
者及び教育学、医学、心理学その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的
知識を有する者の意見を聴くものとすること。 

 
⑤ 施行期日（附則関係） 
  改正令は、平成 25 年 9 月 1 日から施行すること。 

障害のある児童生徒の就学相談・就学先決定の在り方 

～就学先を決定する仕組みの改正～ 

 ＜資料編＞ 
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＊１ 学校教育法施行令第 22条の 3の表 

  ○ 改正前：原則、特別支援学校に就学する障害の種類と程度 

  ○ 改正後：特別支援学校に就学することができる障害の種類と程度 
 

視覚障害者 

 両眼の視力がおおむね 0.3未満のもの又は視力以外の視機能障害が高

度のもののうち、拡大鏡等の使用によつても通常の文字、図形等の視覚に

よる認識が不可能又は著しく困難な程度のもの 

聴覚障害者 

 両耳の聴力レベルがおおむね 60デシベル以上のもののうち、補聴器等

の使用によつても通常の話声を解することが不可能又は著しく困難な程

度のもの 

知的障害者 

一 知的発達の遅滞があり、他人との意思疎通が困難で日常生活を営むの

に頻繁に援助を必要とする程度のもの 

二 知的発達の遅滞の程度が前号に掲げる程度に達しないもののうち、社

会生活への適応が著しく困難なもの 

肢体不自由者 

一 肢体不自由の状態が補装具の使用によつても歩行、筆記等日常生活に

おける基本的な動作が不可能又は困難な程度のもの 

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないもののうち、常時の

医学的観察指導を必要とする程度のもの 

病弱者 

一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物その他の疾患

の状態が継続して医療又は生活規制を必要とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの 

 

 

 障害のある児童生徒の就学先決定についての手続きの流れ 
 【改正前】 
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 【改正後】 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊２ 認定特別支援学校就学者 

  視覚障害者等のうち、当該市町村の教育委員会が、その者の障害の状態、その者の教

育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案し

て、その住所の存する都道府県の設置する特別支援学校に就学させることが適当である

と認める者をいう。 

 

 

 

 

 

 


